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雇 用 を 守 る 
 
下記は２００９年の衆議院議員選挙で
大島が皆様に配布した政策をそのまま
抜粋したものです。その後の取り組み
について報告させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現代の就職状況に対応した 

求職者支援制度がスタート 

 大島が政治家・国会議員として強

くこだわってきた「求職者支援制度」

が２０１１年１０月にスタートしま

した。この制度の利用者は５万人を

超えており着実に実績を挙げています。 

 求職者支援制度は、失業手当（雇

用保険の求職者給付）を受給できな

い人たちに対して職業訓練を行なう

と同時にその訓練期間中の生活支援

のために月１０万円の給付を行うと

いうものです。 

 失業手当が出るのは失業後最長３

３０日間ですが、その期間を過ぎて

も新しい就職先が見つからないと生

活保護に直行してしまうケースも少

なくありません。生活保護に陥ると

なかなかそこから抜け出せないのです。

 ところが、これまで失業保険と生

活保護との間を補う制度はありませ

んでした。この求職者支援制度こそ

両者の間を補うものであり、生活保

護に陥る前の第２のセーフティネッ

ト（安全網）という位置付けができ

るものなのです。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 以上の点からこれまで我が国には

なかった画期的な制度と言えます。

２０００年の衆議院選挙で初当選し

て以来、最も力を入れてきた政策の

一つが雇用対策だったのですが、そ

の中でこの求職者支援制度は大島が

発案し１０年以上にもわたる取り組

みの結果、すべての政党が賛成して

法律が成立し、国の恒久的な制度と

して導入されたのでした。 

 

１０年以上もの法律化への 

粘り強い取り組み 

 まず求職者支援制度がスタートす

るまでの取り組みについてご説明し

ましょう。大島が求職者支援制度を

初めて法案の形にしたのは２００１

年です。議員立法の法案として同年

１１月の国会に提出しました。さら

に２００３年３月にも同趣旨の法案

を国会に提出しています。このとき

の法案の内容を簡単に述べると、「法

律に基づく給付制度としてセーフテ

ィネットを設ける事を提起し、失業

手当が終了した者と自営業廃業者を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

対象とし、職業訓練受講を条件に給

付金を出す」というものでした。 

 ただしいずれも当時は野党からの

提案ということで法律として可決、

成立するまでには至りませんでした。

法案の中身にもまだ不十分な面はあ

ったとはいえ、今日の求職者支援制

度の骨格はできていたと言えます。 

 以後も大島はあきらめることなく

この法律の実現に取り組みました。

３回目の国会への法案提出を行った

のが２００９年３月です。前年の２

００８年にはいわゆるリーマン・シ

ョックが起きたため、中高年ばかり

か若年層の失業者も増え、雇用に対

する関心が急激に高まりました。国

会議員の雇用への関心も６年前の２

００３年に比べて格段に高まってお

り、法案作成段階でも党内外で大変

活発な議論が行われました。 

 その過程で法案も様々なアイデア

が盛り込まれて一段と充実したもの

となったのです。そこで「雇用保険

制度と生活保護制度との間の第２の

セーフティネットとして提起し失業

手当が終了した者、自営業廃業者、

派遣労働者、雇用保険に入ることの

できなかった者などを対象として職

業訓練受講を条件に能力開発手当を

支給する」という内容になりました。 

  この法案も当時の政治状況から残

念ながら成立はしなかったのですが、

厚生労働委員会では「（大島たちが提

出した）求職者支援法の趣旨を最大

限尊重する」という全党一致での決

議が可決されたのでした。 

 以上のような経緯を踏まえて、政 
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家 族 を 守 る 力 に な り た い 
P R E S S  M I N S H U 
 
１９５６年埼玉県生まれ。きたもと幼稚園、中丸小学校、北本中学校、京華高

等学校、早稲田大学法学部卒業。日本鋼管（現ＪＦＥスチール）にて 14 年間

勤務。その後、ソニー生命にて営業職を 5年間勤める。2000年 6月に民主党

公募候補として衆議院初当選。元内閣府副大臣。2012年 4月～総務副大臣。 

大 島 あ つ し 
 

前衆議院議員 

の活動について報告します。 

 

前衆議院議員 

求職者支援制度は、恒久的な仕組みとし
て実現しました。「就職が決まった」と
いう受講生の声が励みになります。高い
専門技術を身につけることは就職に直
結しますので、成長分野や長期間の訓練
を対象に加える等、さらに制度を充実さ
せることが求められています。 

あきらめずに何回も議員立法の提出を
繰り返し、党内・与野党間の議論を経て
理解者を増やしていきました。法案提出
後に記者クラブで会見し制度の必要性
のアピールも行いました。 
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権交代後の２０１１年に求職者支援

法がいよいよ成立することになった

のでした。 

 

なぜ求職者支援制度を 

創設したのか 

 なぜ求職者支援制度をつくったの

か、第１の理由には、定職について

いないことで精神的に不安定な状況

に陥っている人たちを救うためです。

サラリーマンは毎月の所得があると

精神的に安定します。失業状態にな

っても雇用保険に入っていれば失業

手当が給付されますので落ち着いて

求職活動ができます。ところが、失

業手当が打ち切られて貯金が減り始

めるとものすごく大きな不安感にと

らわれてしまい、中には自殺に追い

込まれる人も出てくるのです。 

 ですから、失業手当が切れても最

大２年間１ヶ月当たり１０万円が支

給され、その間に新しい職業能力を

つけることができるというこの求職

者支援制度があれば、精神的な安定

感はまったく違ってくるはずで、そ 

れが「第２のセーフティネット」と

呼ばれるゆえんでもあります。第２

の理由は、子育てが終わって再び社

会に出ようという女性、自営業の方

で新しくスキルを身に付けて就職し

たい人、あるいは就職が決まらなか

った新卒者などにも活用してもらう

ことを想定したからです。こうした

人たちは会社で求められる職業能力

を身に着けるには大きなハンディを

背負っていますので、この制度は大

きな支えになるに違いありません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 また、定職がないと孤立化してし

まいがちですが、この制度で一緒に

職業訓練を受ける仲間を得ることも

目的の一つです。 

「この制度は私にサラリーマン生活

の実体験、特に転職した経験があっ

たからこそ実現したと思っています。 

 私は３８歳で鉄鋼会社から転職し

て生命保険会社でセールスの仕事を

始めたのですが、最初の１年間は保

険がまったく売れませんでした。そ

れで上司には「会社に迷惑だ」と身

の処し方について考えるよう促され

る始末でした。そんな晩秋、一人、

車に乗って北関東を走っていると、

夕陽が秩父連山に沈む光景が目の前

に現れました。あのときの漠とした

不安感は今でも決して忘れません。

そんな実体験を持っていたからこそ、

求職者支援制度の実現にずっとこだ

わってきたのでした。」（大島談） 

 

埼玉県の職業訓練スクールを視察 

 求職者支援制度では目下、全国に

４０００の講座ができており、５万

 

 

人が受講し、すでに７０００人が卒

業しています。その就職率も７割に

達しているのです。 

 大島はスクールの現状を把握する

ために２０１２年８月、求職者支援

制度を導入している職業訓練スクー

ル（埼玉県さいたま市）を視察しま

した。医療事務の講座で受講生２４

人のうち半数が求職者支援制度の対

象者でした。 

 この受講生のうち５人に直接話を

聞いたのですが、５人のうち２人が

大学新卒（男女）、後は４０代の女性

（結婚して家庭に入り子供の成長に

合わせてパートで働いていたものの

専門的な資格が欲しくなって受講し

ている人）、３０代の女性２人（専門

学校を卒業して就職活動をしながら

受講中の人と、就職経験があるが無

職になってから就職活動中にハロー

ワークでこの制度での受講を紹介さ

れた人）でした。 

 このスクールの壁には、「仕事とは

何か」など受講生同士でグループデ

ィスカッションした内容が書かれた

大きな紙が何枚も貼ってありました。

これは自分たちは何のために働くの

かという事を考え、働く意欲を持っ

てもらうためのものです。求職者支

援制度の制度設計では毎日学校に通

うということにこだわっていたので

すが、このようにグループディスカ

ッションができるというのはやはり

孤立化が避けられているからであっ

て、視察に来て自分の考え方は正し

かったのだと強く実感しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  

 このスクールにはキャリアコンサ

ルタント（就職指導員）が常駐して

います。受講者の就職相談に乗るの

はもとより、受講者自身が仕事探し

ができるように指導もしています。

ここでも卒業者の７割が次の仕事を

得ているということでした。 

 

 最後に、下記は、大島が初当選し

た２０００年の衆議院議員選挙で皆

様に配布した大島の公約をそのまま

抜粋したものです。初当選の思いを

１２年間かけて「求職者支援制度」

として実現することができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大宮駅前のハローワークプラザでは保
育室があるので安心して就職活動を進
められます。若者専門の窓口の設置や熟
練した相談員の配置等、求職者が利用し
やすいように行政側も積極的に取り組
んでいます。まずは、ハローワークの門
をたたいて頂きたいと思います。 

受講生の意欲を高めるためにグループデ
ィスカッションなど様々な試みを行って
います。関係者の皆さまの取り組みで制
度が高い実績を挙げています。 


